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韓国における国民参与裁判制度の 
「最終モデル」に関する論争およびその展望
趙 炳 宣
Ｉ. 序論
　筆者は2009年７月29日，龍谷大学においてすでに韓国の国民参与裁判制度に関する「韓
国の国民参与裁判制度の１年半の状況とその評価」という題目の講演で(1)，2008年１月１
日から施行されている韓国の国民参与裁判制度を日本に紹介したことがある(2)。韓国の国
民参与裁判制度はその試行期間を５年間と限定して試験的に施行されているので，2012年
に最終モデルが決定される予定である。筆者は，その施行から正確に３年が過ぎた2011年
１月12日現在，その試行期間の半分を過ぎた状況のもとで５年後の最終的な定着方案に関
して韓国で展開されている論争を紹介するとともに筆者の展望を語りたいと思う。
　この論文はできるだけ前の論文との重複を避けるために，すでに紹介した国民参与裁判
制度の基本的な内容は省略・縮約し，筆者が前の論文を脱稿した2009年８月以後の比較的
新しい内容に重点を置き，日本の読者が理解しやすいように韓国の国民参与裁判制度にあ
たる日本の制度を韓日両国の比較表で整理した。日本の裁判員制度に対する細かな分析は
筆者の能力を超える部分であるため，ここでは両国の制度の基本的な構造を中心に比較表
を作って読者に韓国の国民参与裁判制度を紹介する。
＊) 本稿は，2011年１月12日に岡山大学法学部で開催された教育研究プロジェクト・法学会共催講
演会の原稿に補筆し，注を付したものである。なお，講演会では金玲・関西大学法学部助教に通
訳の労をお取り頂き，また同・助教および一原亜貴子・岡山大学法学部准教授には本論文の日本
語のチェックをお引き受け頂いた。心よりお礼申し上げたい。
＊) 韓国と日本の法律用語が異なる場合，原則的に韓国の用語を使用し，誤解を招く可能性がある
場合にのみ日本の用語を使用する。例えば韓国では「節次」というがここでは「手続」と表現す
る。他に韓国の用語に従った例としては「裁判所」を「法院」，「最高裁判所」を「大法院」，「検
察官」を「検事」，「裁判官」を「判事」（または「法官」）と表記するなどである。
⑴　趙炳宣（山名京子/金玲〔訳〕）「韓国の国民参与裁判制度の１年半の状況とその評価」関西大学
法学論集第59巻第５号（2010.２）90-125。
⑵　筆者の論文以外にも日本語で刊行された資料がある。単行本では今井輝幸『韓国の国民参与裁
判制度』イウス出版（2010）。論文では，今井輝幸「韓国の国民参与裁判制度の現狀」刑事法ジャー
ナル第15号65-90，申東雲（李東熹〔訳〕）「韓国における刑事司法の改革」刑法雜誌第48巻第２
号１-13，李銀模「韓国の国民参与裁判制度の内容と問題点」ノモス第23号65-76。
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Ⅱ. 韓国の国民参与裁判制度の概要，運営状況および指摘された問題点
１. 法律の対象事件および施行段階
　韓国では，「国民の刑事裁判参与に関する法律（法律第8495号）」（以下，「参与法」とい
う）により，2008年から，国民参与裁判制度が施行されている。参与法では，国民が参加
する刑事裁判の名称を，「国民参与裁判」と称して，その刑事裁判に参加するために選ばれ
た者を，「陪審員」と明確に定めている。現在施行されている制度は，2012年に完成予定の
制度を施行するために，まず第一段階の過程として，臨時に施行される「過渡期的性格を
有する準備段階の制度」である。2012年の完成を目標に実験的な段階として，国民参与裁
判は，刑事事件における重罪事件を対象事件としている。具体的罪名を参与法に直接規定
する一方で，一定の範囲を定めて，「国民の刑事裁判参与に関する規則」（大法院規則）に
委任する「二元的方式」を採択した(3)。2009年７月１日法院行政処は，大法院規則を一部
改正して，適用対象犯罪を48個から59個に拡大した(4)。
［韓日比較表１］
韓国 日本
法律の名称
国民の刑事裁判参与に
関する法律
裁判員の参加する刑事裁判に
関する法律
参加者の名称 陪審員 裁判員
制定・施行 2007.６.１/2008.１.１ 2004.５.28/2009.５.21
対象事件の基準
二元主義（法律＋規則）：主に死亡
事件，性犯罪，贈収賄事件
法定刑（死刑・無期），死亡の結果
を伴う１年以上の故意犯
施行段階
過渡期的制度
（５年後の最終モデル）
確定的制度
（ただし３年後再検討）
⑶　司法改革委員会が司法改革のための準備段階で提案したとおり，年間100件から200件程度の刑
事事件を国民参与裁判で行うことが適当であると判断し，対象事件数を適切に調節するために
「二元的方式」を採択した。対象事件の範囲を定める過程での予測は，次のようなものであっ
た。合議部事件全体の10%を否認事件と見て，否認事件中，最低20%から最高100%まで参与裁
判を申請するものと予想した。これに対する裁判所の排除率が50%を越えないと見て，合議部事
件全体のうち１%から５%の事件が参与裁判に達すると予想した。国民参与裁判の予定数を200
件とするならば，対象事件は全体として最大4,000件と推算されるので，これに合わせて対象事
件の範囲を規定したという（法院行政処，国民の刑事裁判参与に関する法律解説（2007.８)，
14）。
⑷　法院行政処は，今回の規則改正を通じて，国民参与裁判が年間36件程度増加すると予想してい
る。これに伴い，当初，裁判所が目標にした，年間100件余りの国民参与裁判を実施できるもの
と見られる。法院行政処は，対象犯罪拡大に先立ち，2008年１月１日から12月31日までに全国の
裁判所で宣告された刑事合議事件11,600件の中から10%を標本抽出する方式で追加対象を選定
し，６月21日に開かれた大法院判事会議を通じて確定した。
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２. 裁判の実行方式
　国民参与裁判の実行方式は，被告人の選択権と裁判部の排除決定権が並存する方式であ
る。まず国民参与裁判にするか否かは裁判を受ける被告人の意思により決定される（選択
制）。陪審員の評決を受けたい被告人は公訴状副本の送達を受けた日から７日以内に書面
で国民参与裁判を申請しなければならない。書面を提出しなければ国民参与裁判を望まな
いと看做される。しかし最初の公判が開かれるまで申請を検討することができる。最近
2009年，大法院が『７日以内に意思確認書を提出しなかった被告人でも第１回公判期日が
開かれるまで国民参与裁判を申請することができる』という決定を出したからである(5)。
　次に，被告人が国民参与裁判を選択したとしても裁判部は参与法第９条第１項により排
除決定を下すことができる。陪審員，予備陪審員，陪審員候補者またはその親族の生命・
身体・財産に対する侵害または侵害のおそれがあって出席が困難であり（第１号），または
この法律による職務を公正に遂行することができないおそれがあると認められる場合（第
２号）（例：組織暴力事件），共犯関係にある被告人のうちの一部が，国民参与裁判を望ま
ず，国民参与裁判の遂行に困難があると認められる場合，その他，国民参与裁判によって
行うことが適切でないと認められる場合（第３号），裁判所は事前に検事，被告人または弁
護人の意見を聴き，国民参与裁判を行わないことを決定することができる。
　大法院の統計（2008～2010年９月31日）によれば，導入されてすでに３年を過ぎた国民
参与裁判は，2008年に64件，2009年に95件，2010年９月までで99件（中央日報2010年12月
17日の報道によれば前日まで161件）と順次増加した。しかし選択制のため2008-2009年の
２年間の国民参与裁判の対象になる約11,500件の事件中，単に4.9%（569件）だけが国民
参与裁判で行われた。大法院の統計は次の表の通りである(6)。
［韓日比較表２：裁判の実行方式］
韓国 日本
被告人の選択権 有（選択制） 無（義務制）
裁判部の排除決定権 有（裁量の範囲が広い） 有（韓国に比べて制限的）
⑸　大法院　2009.10.23決定，2009  1032。
⑹　法院行政処　司法政策室，2008年-2009年　国民参与裁判 成果分析（2010）参照。
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　上の大法院の統計表１によれば2008年-2009年に全国の法院に受理された国民参与裁判
の申請件数は全部で569件である。受理（申請）件数が全体対象事件の4.9%に過ぎないこ
とも問題であるが，さらなる問題はその処理内容である。申請件数の40.1%が被告人の撤
回により一般裁判へ進まなかった。施行された年であった2008年に38.6%，翌年2009年の
41.1%に続き2010年にも41.5%が撤回されるなど常に撤回率が40%以上を維持している。
排除率も2008年には26.2%を記録し，2009年は22.3%，2010年に入ってからは17.0%で
20%以上を維持している。したがって申請された10件のうち，わずか３件だけが実際に国
民参与裁判につながったわけである。進んで2008年-2009年の２年間に受理・処理された全
体の正式公判事件（2008年231,508件2/25,834件，2009年242,266件2/38,382件）に占める
比率は0.03%に過ぎない。このような申請率の低さ並びに撤回率及び排除率の高さは，国
民参与裁判の活性化にとっての障害であると指摘されてきたが，法院の努力にもかかわら
ず，その解決の目途は立っていない。それゆえ，事実上，国民参与裁判は枯死の危機を迎
えていると指摘されている(7)。
　低い申請率と高い撤回率に関してその原因を分析しようとする努力が特に韓国刑事政策
研究院(8)と大法院等により研究されたが，まだ明確な原因は提示されていない。なぜなら
全国各地の法院別でその偏差が最低17.0%，最高63.6%と大きく現れているためである(9)。
しかし概して実務を担当する法曹三者の判事，検事，弁護士の消極的態度と被告人の国民
参与裁判に対する先入観（例えば，選択する場合，かえって検事から不利益を受けること
［統計表１：2008.１-2010.９　受理および処理」
受理
処理
未済
小計 国民参与裁判 排除 撤回
2008年
233
(100.0%)
215
(92.3%)
 64
(27.5%)
 61
(26.2%)
 90
(38.6%)
18
(7.7%)
2009年
336
(100.0%)
308
(91.7%)
 95
(28.3%)
 75
(22.3%)
138
(41.1%)
28
合計（２年)
569
(100.0%)
523
(91.9%)
159
(27.9%)
136
(23.9%)
228
(40.1%)
46
2010年９月
まで
286
(100.0%)
268
(92.7%)
 99
(34.3%)
 49
(17.0%)
120
(41.5%)
18
総合計
855
(100.0%)
791
(92.5%)
258
(30.2%)
185
(21.6%)
348
(40.7%)
64
(7.8%)
⑺　中央日報　2010年12月17日報道　参照。
⑻　韓国刑事政策研究院，刑事政策と司法改革に関する調査，研究および評価(Ⅱ)：国民参与裁判
に対する参観および調査研究（2008.12）参照。
⑼　大法院　法院行政処　司法政策室の （Lee In-Seok）判事の研究論文，「国民参与裁判の
動向と量刑」国民の司法参与研究会（編），2010学術討論会資料集第10巻（2010.４），24-27参照。
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を憂慮する等）が複合的で作用した結果であると考えられる。筆者は，すでにこのような
問題を「国民参与裁判の活性化の問題」として指摘し，各種の質問調査資料に根拠してそ
の原因を分析したことがある(10)。その解決策としては，主に現行の申請主義を廃止し，日
本のような必要的国民参与裁判（いわゆる「強制主義」）に転換させる方法，または自白事
件・否認事件の基準もしくは犯罪の軽重にともなう基準を定めて申請主義と強制主義を並
行する方案が提示されている(11)。最近では申請主義をそのまま維持するものの被告人だけ
でなく検事と判事（裁判部）にも付与して拡大させようとする見解も登場した(12)。
　高い排除率に関して大法院の法院行政処司法政策室が刊行した分析資料によれば，2008
年-2009年，参与法第９条第１項第１号の事由による排除決定は１件もなく，第２号の事由
が32件（23.5%），第３号の事由が104件（76.5%）であった(13)。すでに山名京子教授が筆
者の論文に対する「訳者あとがき」(14)で参与法第９条第１項第３号の「適切でない」とい
う文言を問題点として指摘したようにそれが最も多い比重を占めた。該当するケースを具
体的に見れば，①　被告人の事情（撤回意思，精神異常，疾病，追加起訴の予想，拘束期
間満了または長期化の予想，出席の不確実性，態度不良，意思確認書提出期間の経過）57
件，②　証人の事情（性暴力の被害者，親族間犯行）35件，③　事件の特性（自白事件と
して争点がないこと，軽微事件，尋問する証人が非常に多かったり，争点が非常に複雑で
あったり，長期間の審理が予想されること，公訴状変更等により対象事件に不該当，事件
の一部が対象事件に不該当，過度に残忍な事件）が45件であった(15)。このような統計に見
られるように特に参与法第９条第１項第３号の過度な濫用に対する批判を越えて，法院の
⑽　その内容は重複を避けるために省略する。国民参与裁判の活性化の問題の詳細は，趙炳宣（山
名京子/金玲〔訳〕）「韓国の国民参与裁判制度の１年半の状況とその評価」関西大学法学論集第
59巻第５号（2010.２）108-117参照。
⑾　多様な方案に関しては，李東熹「国民参与裁判の施行評価と改善方案」全北大学校法学研究第
30輯（2010.６），23-24参照。 （李東熹）教授は原則的に強制主義を主張するが，強制主義
の全面的施行が現実的に困難な場合には最小限並行主義を採ると主張する。強制主義の導入で国
民参与裁判の活性化を成し遂げることができるという明示的な主張は， （Han Sang-Hun）
「国民参与裁判制度の定着方案」 （Justice）第106号（2008.９），501-502； （Kim 
Tae-Myung）「国民参与裁判制度の改善課題」人権と正義2008.３，33； （Lee Un-Mo）「韓
国の国民参与裁判制度の内容と問題点」関西大学ノモス第23号73-76参照。
⑿　2010年11月12日大検察庁で開かれた国民参与裁判研究会が主催する学術大会における，
（Kim Jung）検事の発表論文（配付資料，未刊行）でこのような見解が見られる。これについて
は，インターネット法律新聞2010.11.13参照。
⒀　法院行政処　司法政策室，2008年-2009年　国民参与裁判　成果分析（2010）参照。
⒁　趙炳宣（山名京子/金玲〔訳〕）「韓国の国民参与裁判制度の１年半の状況とその評価」関西大学
法学論集第59巻第５号（2010.２）125-128。
⒂　このような分析は法院行政処司法政策室，2008年-2009年国民参与裁判成果分析（2010）による
ものである。法院行政処以外の資料においても，その原因についてより詳細に分析している。そ
のような資料として， （Kim Tae-Gyu）「国民参与裁判の改善方案に関ある研究」刑事政
策研究第19巻第４号（2008），134があるが，この資料では，2008年度排除決定事件の中で上記第
３号による排除決定に該当すると判断された事例を類型化している。
岡　法（61―１)
5
170
???
排除決定権を廃止すべきであるとの主張も出てきた(16)。
　しかし筆者は，すでに筆者が2008年の論文で指摘した「国民参与裁判の活性化の問題」
は，国民参与裁判の数だけ，量的にだけ把握しては解決できない問題だと考える。国民参
与裁判の数が量的に少なくても質的に充実した裁判にすることが重要だと考える。特に公
判中心主義の内実化を前提に証拠調べ手続と証拠法の分野での既存の刑事手続の短所を補
完する契機とすることが必要である。このような意味で，「韓国型陪審裁判」の意義を『選
択的な陪審裁判の導入を契機に，職業法官裁判と陪審裁判の刑事手続全体の水準を引き上
げることである』と考える(17)。
３. 評議評決の方式およびその羈束力
　有罪・無罪判断を意味する評決は事件ごとに選定された５～９名の陪審員が満場一致で
下すのが原則である。すなわち，陪審員は原則として法官の関与なしで有罪・無罪に関し
て評議を行い，全員の意見が一致する場合には，それに従って評決をする（参与法第46条
第２項本文）。ただし，判事の関与の可能性を設け，陪審員過半数の要請があれば，審理に
関与した判事の意見を聴くことができると規定された（参与法第46条第２項但書）。
　検事・弁護人側の証拠提示と最終弁論が終われば，参与法においては，陪審員が正しい
評決に達することができるように陪審員を指導し，助力となる機能として，裁判長は，弁
論が終結した後，法廷において陪審員に対し，公訴事実の要旨と適用法条，被告人と弁護
人の主張の要旨，証拠能力，その他に留意すべき事項に関して説明しなければならず，こ
の場合，事件の内容が複雑であるなど必要なときには，証拠の要旨に関しても説明するこ
とができるとされている（参与法第46条第１項）。その後陪審員らは別途用意された部屋に
入る。評決を下すための討論過程の「評議」を行うためである。外部の介入なしで陪審員
団が内部討論を通じて独自的の判断を下せるように出入りは徹底的に統制される。討議過
程で人の意見が常に統一されるわけではないため，万が一満場一致に至らなかった時には
評決をする前に審理に関与した判事の意見を聞くことになる。この場合，有罪・無罪の評
決は多数決で決めることになる。陪審員が行った評決の効力につき，国民参与裁判では，
陪審員の評決は裁判所を拘束するものではなく，単に勧告的効力のみを有するようにした。
これは，陪審員の評決に拘束力を認めるとすると，憲法第27条第１項で規定する「被告人
の法官による裁判を受ける権利」を侵害することになり，国民参与裁判を施行することで，
まさに陪審員の評決に拘束力を認めることになれば，ややもすると刑事法執行の不平等と
法的不安定性を招くことにもなりうるという批判を考慮したものということができる。
　陪審員評決が勧告的効力のみを有するため，評決と判決の一致率は常に注目を受けた。
⒃　李東熹「国民参与裁判の施行評価と改善方案」全北大学校法学研究，第30輯（2010.６），23-24
参照。
⒄　韓国の国民参与裁判制度を設計した一人である （Han In-Sub）教授の見解がそうであ
る。 （Han In-Sub）「韓国の陪審裁判―準備過程と施行元年の成果を検討しながら」ソウ
ル大学校法学第50巻第２号（2009），701参照。
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2008～2009年の全体の国民参与裁判事件の中，陪審員団の評決と判事の判決が一致したの
は，全体159件の中，144件（90.7%）であった。評決と判決が不一致となった残り15件中，
13件は陪審員が無罪評決を下したにもかかわらず裁判部が有罪判決を下した事件である。
反対に，陪審員が有罪評決を下したのにもかかわらず裁判部が無罪を宣告した事件は２件
に過ぎなかった(18)。
４. 量刑決定の參与方式
　評決が有罪の場合，陪審員らは判事とともに量刑について討論することになる。判事は
法的知識が不足する陪審員らに処罰の範囲と量刑の条件等について詳細に説明する義務が
ある（参与法第46条第４項）。陪審員の評決および判事とともに量刑に関して行った意見陳
述に関連して，陪審員は，単に意見を陳述するだけであり，量刑に関する評決が行われる
ことはなく，陪審員の量刑に関する意見が裁判所を拘束することもない（参与法第46条第
５項）。しかし，参与法は，法院ができるだけ陪審員の判断を尊重するようにするために，
裁判長が判決宣告時に陪審員の評決結果と異なる判決を宣告するときには，被告人にその
理由を説明しなければならず（参与法第48条第４項），判決書にもその理由を記載しなけれ
ばならないとして（参与法第49条第２項），一定の制限を設けている。
　2007年１月法院組織法の改正とともに大法院に「量刑委員会」が設置され（法院組織法
第81条の２第１項），『法官は刑の種類を選択し刑の軽重を定めるにあたって，量刑基準を
尊重しなければならない。量刑基準は法的拘束力を有しない。法院が量刑基準を超えて判
決をする場合には判決書に量刑の理由を記載しなければならない。』（法院組織法第81条の
７第１項，第２項）との規定が導入された。そして第１期量刑委員会が発足して2009年４
月に初めて量刑基準を定めた。量刑委員会は最近，児童性犯罪に対して宣告刑が低いとの
非難を受けて，また2010年６月29日の議決を経て既存の性犯罪の量刑基準を修正して2010
年７月15日から施行するようにした。このような量刑基準は国民参与裁判を含むすべての
刑事裁判に適用されるため，特に陪審員が量刑意見を開陳する際にも参考になることと期
待されている。量刑委員会の量刑基準制が施行された2009年７月から2010年３月までの統
計を見れば，量刑基準が適用された事件38件中35件（92%）で陪審員の量刑意見が量刑基
準と一致した。２件（５%）は陪審員らがさらに低い量刑意見を提示した。量刑基準と一
致した場合にも，陪審員らはほとんど裁判部と同一かそれより軽い量刑意見を提示したが，
反対により高い量刑を提示した場合は１件もなかった。これは米国と比較した時に興味深
いが，米国では陪審量刑を実施する大部分の州で陪審員らの量刑が判事の量刑より高いこ
とが知られている。2008年-2009年の職業法官の最終的な量刑分布は次に統計表２の通りで
ある(19)。
⒅　法院行政処　司法政策室，2008年-2009年　国民参与裁判　成果分析（2010）参照。
⒆　法院行政処　司法政策室，2008年-2009年　国民参与裁判　成果分析（2010）参照。
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　無罪判決率は8.8%で，同時期の全国法院の刑事合議部事件の第一審無罪率の3.3%より
高い。実刑率は77.4%だが，実刑宣告を罪名別で見れば殺人等が82.1%，強盗等70.5%，
傷害致死等70.0%，性犯罪77.8%である。
　上述の評議評決と刑の量定に関する韓日両国の比較表を作成すると，次の通りである。
５. 陪審員と裁判部の構成
　参与法は，満20歳以上の韓国国民に，国民参与裁判の陪審員になる資格を付与している
（参与法第16条）。国民参与裁判に参与する陪審員の数は事件の類型により変わる。法定刑
が死刑，無期懲役または無期禁錮に該当する対象事件に対する国民参与裁判には９人の陪
審員が参与し，その他の対象事件に対する国民参与裁判には７人の陪審員が参与する。た
だし，法院は，被告人または弁護人が公判準備手続において公訴事実の主要内容を認める
ときには，５人の陪審員が参与するようにすることができるものと規定されている（参与
法第13条第１項）。また，法院は，事件の内容に照らして特別な事情があると認められ，か
つ，検事，被告人または弁護人の同意がある場合に限り，決定で，陪審員の数を７人と９
人のうちから第１項と異なって決めることができるものと規定されている（参与法第13条
第２項）。結局，最終数は法院が判断することになる。国民参与裁判においては，陪審員の
解任または辞任により，欠員ができる場合に備えて，裁判長の裁量により５人以内の予備
陪審員を置くことができるものと規定された（参与法第14条第１項）。
　裁判時，通常は予備陪審員１，２名が追加で参加する。互いに誰が陪審員で誰が予備陪
審員かわからない状態で裁判を進行するが，検事・弁護人の最終弁論が終わって初めて評
決に入る陪審員が指定されると，「私が予備陪審員あるいは陪審員だ」という事実を知るこ
［統計表２：2008年-2010年　量刑の分布］
判決を受
けた人員
無罪
実刑
財産刑 執行猶予
小計 死刑 無期懲役 有期懲役
159
14
(8.8%)
124
(77.9%)
0 5 119
2
(1.3%)
19
(11.9%)
［韓日比較表３：評議評決と刑の量定］
韓国 日本
有罪・無罪
に対する
評議評決
主体 陪審員のみ 職業裁判官と裁判員が共同
方式
満場一致
(不一致の場合，裁判長の意
見を聞いた後多数決)
多数決
(有罪判決の場合，必ず職業
裁判官１人の賛成が必要)
評決の羈束力 無（勧告的効力） 有
有罪の場合の刑の量定
量刑討議に参与して意見陳述
（羈束力無し）
職業裁判官と裁判員が共同
決定
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とになる。陪審員は評議手続に入って予備陪審員は外で待機することになる。予備陪審員
は予期できない状況が発生して陪審員に欠員が出る場合，それを代わりに満たさなければ
ならないためである。予備陪審員は，評議，評決および量刑に関する討議に参加できない
ということを除いては，陪審員と同一の権利と義務を有するので，参与法で定められた陪
審員に関する事項は，その性質に反しない限り，予備陪審員に準用する（参与法第14条第
２項）。
　各地域の法院は陪審員候補予定者の名簿を管理する。法院は，国民参与裁判を実施する
場合には，事件ごとに一定数の陪審員候補者を陪審員候補予定者の名簿から無作為で抽出
し，陪審員候補者らに選定期日を通知する（参与法第23条第１項）。具体的な陪審員候補者
の数は，陪審員および予備陪審員の数，予想出席率などを総合的に考慮して決められる。
選定期日の通知を受けた陪審員候補者は，通知書と身分証を持参のうえ選定期日に該当法
院へ出席する義務を負い（参与法第23条第２項），正当な理由なしにこれに違反した場合に
は，参与法第60条第１項第１号により，200万ウォン以下の過怠料を課すと規定されてい
る。ただし，裁判所としては，陪審員候補者が選定期日に出席できない正当な理由がある
かを判断し難いので，陪審員候補者が選定期日に出席できない正当な理由がある場合には，
その理由を法院に知らせれば足りると解釈される。
　また陪審員候補者は，法院に個人情報等に関する質問表に解答し，提出しなければなら
ない。個人的な理由で事件に影響を及ぼすことを防ぎ，公正な陪審員を選ぶために提出を
求めるものであるため，解答用紙は裁判が終わると同時に即廃棄となる。選定期日に判事，
弁護士および検事は，陪審員候補者が証人および被告人と家族関係もしくは個人的な親密
な関係があるかどうか，事件と関連した経験があるかどうかなどを尋ねる。不公正な判断
をする可能性がある人を排除するの為である。選定期日または裁判の当日は，呼出者の名
前でなく番号で呼ぶ（参与法施行規則第19条）。身分の保護と公正な裁判を行う為である。
また，陪審員候補者の個人情報や私生活の露出を最小限のものにするため，選定期日は非
公開で行われる（参与法第24条第２項）。
　陪審員候補者の平均召喚人員は，９人制の場合，2008年162.7名，2009年140.2名，７人
［韓日比較表４：職業法官および陪審員・裁判員の構成］
韓国 日本
職業法官の数 ３人 ３人または１人
陪審員/裁判員の数 ９人，７人，５人 ６人または４人
予備人員
５人以内
（評議が始まるまでは非公開）
６人以内
選定手続の公開 非公開 非公開
座席配置
職業法官席の右側の下
（検事と並列）
職業裁判官と共に着席
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制の場合，2008年112.8名，2009年101.8名，５人制の場合，2008年89.0名，2009年82.3名
として順次減ったが，これは施行１年目の経験を踏まえて陪審員の出席率に対する予測が
可能であったために召喚人員を減らしたと分析される。2008年-2009年の２年間の平均出席
率は，17,424名の陪審員候補者に出席を要求して5,419名（31.1%）が出席した。しかし送
達不能者（3,967名）と出席取消の通知者（4,076名）を除外した実質出席義務者（9,381
名）に対する実質的な出席率は57.8%になる。施行初期には無職者や特定職業群の候補予
定者らがたくさん出席するのではかとの憂慮も提起された。しかし陪審員は性別・年齢・
職業別で多様に構成され，このような憂慮は払拭された。2008～2009年の統計を見れば，
全国法院の国民参与裁判で選定された陪審員と予備陪審員のうち，男女比率は各各52.2%，
47.8%であった。年齢別でも20代17.4%，30代26.5%，40代25.6%，50代以上が30.7%で
多様であった。職業は会社員が31.5%，自営業者が15.5%，主婦18.3%，学生7.6%等で
あった(20)。
６. 公判手続
　国民参与裁判の公判手続は，①　公判準備手続，②　陪審員選定手続，③　狭義の公判
手続（冒頭手続，証拠調べ手続，最終弁論），④　評議および評決，⑤　判決の宣告の順序
で進行される。公判準備手続は必要的・公開的に行われるが，陪審員は参与しない（参与
法第37条）。刑事訴訟法は国民参与裁判と通常裁判の公判手続の両方に適用される。陪審員
と予備陪審員に事前に通知した公判期日によれば，まず冒頭手続を経て，その後に通常の
刑事公判手続と同じように証拠調べと証人尋問が行われ，その次に被告人尋問が行われる。
改正刑事訴訟法（2007年６月１日）は，従来証拠調べ手続の前に行われた被告人尋問を，
証拠調べ手続の後にするよう改正した（第296条の２）。陪審員または予備陪審員は，証人
または被告人を直接尋問できず，裁判長に必要事項の尋問を要請し，間接的に尋問するこ
とができる（第41条第１項第１号）。参与法の施行規則は，このような要請は，証人と被告
人に対する尋問が終了した後に書面で提出するように規定している（規則第35条第２項）。
陪審員は証拠能力に関する審理には関与できない（参与法第44条）。大法院行政処の解説書
によれば，この条項は証拠能力が認定されない証拠の影響を排除する為に作られた条項で
ある。したがって実務においては，公判期日に証拠能力に関する審理をする場合には，別
の場所に移動して審理をするか，陪審員を退室させる等，法院の個別事情に照らして様々
な方式で陪審員を審理から排除している(21)。陪審員が正しい評決に達することができるよ
うに陪審員を指導し，助力となる機能として，裁判長は，弁論が終結した後，法廷におい
て陪審員に対し，公訴事実の要旨と適用法条，被告人と弁護人の主張の要旨，証拠能力，
その他に留意すべき事項に関して説明しなければならず，この場合，事件の内容が複雑で
⒇　法院行政処　司法政策室，2008年-2009年　国民参与裁判　成果分析（2010）参照。
　このような実務の運営に関して，詳細には，法院行政処　司法政策室，2008年-2009年　国民参
与裁判　成果分析（2010）参照。
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制の場合，2008年112.8名，2009年101.8名，５人制の場合，2008年89.0名，2009年82.3名
として順次減ったが，これは施行１年目の経験を踏まえて陪審員の出席率に対する予測が
可能であったために召喚人員を減らしたと分析される。2008年-2009年の２年間の平均出席
率は，17,424名の陪審員候補者に出席を要求して5,419名（31.1%）が出席した。しかし送
達不能者（3,967名）と出席取消の通知者（4,076名）を除外した実質出席義務者（9,381
名）に対する実質的な出席率は57.8%になる。施行初期には無職者や特定職業群の候補予
定者らがたくさん出席するのではかとの憂慮も提起された。しかし陪審員は性別・年齢・
職業別で多様に構成され，このような憂慮は払拭された。2008～2009年の統計を見れば，
全国法院の国民参与裁判で選定された陪審員と予備陪審員のうち，男女比率は各各52.2%，
47.8%であった。年齢別でも20代17.4%，30代26.5%，40代25.6%，50代以上が30.7%で
多様であった。職業は会社員が31.5%，自営業者が15.5%，主婦18.3%，学生7.6%等で
あった(20)。
６. 公判手続
　国民参与裁判の公判手続は，①　公判準備手続，②　陪審員選定手続，③　狭義の公判
手続（冒頭手続，証拠調べ手続，最終弁論），④　評議および評決，⑤　判決の宣告の順序
で進行される。公判準備手続は必要的・公開的に行われるが，陪審員は参与しない（参与
法第37条）。刑事訴訟法は国民参与裁判と通常裁判の公判手続の両方に適用される。陪審員
と予備陪審員に事前に通知した公判期日によれば，まず冒頭手続を経て，その後に通常の
刑事公判手続と同じように証拠調べと証人尋問が行われ，その次に被告人尋問が行われる。
改正刑事訴訟法（2007年６月１日）は，従来証拠調べ手続の前に行われた被告人尋問を，
証拠調べ手続の後にするよう改正した（第296条の２）。陪審員または予備陪審員は，証人
または被告人を直接尋問できず，裁判長に必要事項の尋問を要請し，間接的に尋問するこ
とができる（第41条第１項第１号）。参与法の施行規則は，このような要請は，証人と被告
人に対する尋問が終了した後に書面で提出するように規定している（規則第35条第２項）。
陪審員は証拠能力に関する審理には関与できない（参与法第44条）。大法院行政処の解説書
によれば，この条項は証拠能力が認定されない証拠の影響を排除する為に作られた条項で
ある。したがって実務においては，公判期日に証拠能力に関する審理をする場合には，別
の場所に移動して審理をするか，陪審員を退室させる等，法院の個別事情に照らして様々
な方式で陪審員を審理から排除している(21)。陪審員が正しい評決に達することができるよ
うに陪審員を指導し，助力となる機能として，裁判長は，弁論が終結した後，法廷におい
て陪審員に対し，公訴事実の要旨と適用法条，被告人と弁護人の主張の要旨，証拠能力，
その他に留意すべき事項に関して説明しなければならず，この場合，事件の内容が複雑で
⒇　法院行政処　司法政策室，2008年-2009年　国民参与裁判　成果分析（2010）参照。
　このような実務の運営に関して，詳細には，法院行政処　司法政策室，2008年-2009年　国民参
与裁判　成果分析（2010）参照。
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あるなど必要なときには，証拠の要旨に関しても説明することができるとされている（参
与法第46条第１項）。
　これと関連して大法院は「国民参与裁判裁判長説明事例集（2008年10月）」を発刊して全
国の法院に配布し，全国的統一性を確保しようとしている。
　公判手続と関連して，最近2010年12月20日の刑事訴訟法の改正も注目しなければならな
いであろう。法務部は2010年12月20日刑事司法制度の効率性を強化するための刑事訴訟法
および刑法の改正法律案を立法予告した。これに伴い，新しく導入される制度は，①　司
法共助者の訴追免除および刑罰減免制度，②　重要参考人の出席義務制度，③　司法妨害
罪，④　被害者参加制度，⑤　映像録画物の証拠能力の認定などである。司法共助者の訴
追免除および刑罰減免制度は，司法共助者が犯罪究明に寄与した程度に応じて訴追を免除
するまたは刑を減免することとして，不起訴（訴追免除）と刑罰減免の二種類がある。前
者は汚職犯罪，テロ犯罪，強力犯，麻薬犯罪等特定の犯罪に限定して，被疑者が犯罪の究
明に大きく寄与する場合に不起訴の決定をすることである（刑事訴訟法の改正）。後者は特
定の犯罪に限定するのではなく刑法上のすべての犯罪を対象にしながら，被疑者が犯罪の
究明または結果発生の防止，犯人の検挙等に寄与した場合に裁判時の刑を任意的に減免す
ることである（刑法の改正）。重要参考人の出席義務制度は，死刑，無期，長期５年以上に
該当する犯罪を究明するのに重要な事実を知っている参考人が，２回以上正当な理由なし
に出席要求に応じない場合，法官の令状を受けて勾引することである。新しく導入される
司法妨害罪によれば，捜査機関に対する参考人の虚偽陳述（虚偽陳述罪），証人・参考人に
対する暴行・脅迫・懐柔が処罰され，さらに法廷での宣誓なしでの虚偽証言，宣誓後の虚
偽証言（この場合は加重処罰）も処罰される。被害者参加制度は，殺人，強盗，強姦，傷
害，交通事故等被害者に身体的被害を被らせた一定の犯罪を対象に被害者等（法定代理人
と弁護人）が検事を通じて裁判手続への参加を申請すれば，判事がその許可または不許可
を決定する。被害者の参加が決定すれば，被害者等は検事の隣の席に着席して被告人に対
して制限なしに尋問し，また証人に対しても犯罪の情状に関する事項を直接尋問すること
ができる。この制度は恐らく日本で2008年12月から施行中の被害者参加制度に大きな影響
を受けたと見られる。映像録画は，すでに2007年の改正刑事訴訟法の被疑者陳述の映像録
画（同法第244条の２），参考人陳述の映像録画（同法第318条の２）に導入されたが，映像
録画の独自の証拠能力に関しては改正刑事訴訟法の論議当時に削除され，学説上その証拠
能力を否定する説が有力となった(22)。これに伴い映像録画の証拠能力の有無が不確実に
［韓日比較表５：公判手続］
韓国 日本
事前準備手続 公判準備手続（公開） 公判前整理手続
証人被告人に対する尋問 裁判長が代行 裁判長の許可を得て直接尋問
証拠能力の判断 陪審員の関与の不可 裁判員が意見を陳述しながら評決
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なった点を考慮して，法務部は映像録画の証拠能力に関する規定を新設することにした。
新しい規定は，捜査機関の映像録画物に刑事訴訟法上の調書に準ずる証拠能力を附与して
いる。したがって検察の映像録画物に対してはその真正成立が認定されるとき，証拠能力
を認めて，警察の映像録画物はその真正成立かつ内容まで認定されるとき，証拠能力が認
定される。そして被調査者の映像録画の要求権も明文で規定している。
　韓国の国民参与裁判制度を肯定的に評価する見解とは異なり，筆者は2008年の論文で「国
民参与裁判の形骸化」の憂慮を表明した(23)。筆者のこのような憂慮は公判手続と証拠調べ
の制度的限界からきたものであった。国民参与裁判が施行された１年目である2008年では，
公判期日の93%が１日以内に終結され（残り７%のみ２日所要），2009年ではその比率が
80%に減ったが，全て最長２日以内に終結された。2010年に初めて３日かかった事例が出
てきたが，全体的に見れば，ほとんど１-２日以内に終結するのが一般的である(24)。法院
は，多数の証人を必要とする事件，争点が複雑な事件等に関しては，すでに排除決定を通
じて除外しており，国民参与裁判の約30%が自白事件という点，公判準備手続が必要的に
実施されてすでに争点の整理がうまく行われていること，ほとんどの者が生業に従事し，
陪審員らが１日裁判で終えることを願っていることなどを挙げて反論する。しかしこのよ
うないわゆる「１日裁判」の公判期日には，陪審員の選定手続と証拠調べ等の法廷審理手
続，評議評決手続，判決宣告手続まで全部含まれている点で，単なる杞憂に過ぎないと軽
視することは出来ないであろう。
７. 国民参与裁判の上訴制度
　現在，参与法には上訴に関する言及が全くない。したがって第一審が国民参与裁判で進
行された事件の場合にも抗訴手続（第二審）と上告手続（最終審）は刑事訴訟法の通常の
上訴手続が適用される。それゆえ国民参与裁判の第一審の事実認定の部分は，いくらでも
破棄できる。なぜなら，韓国の現行刑事訴訟法は『事実の誤認があって判決に影響を及ぼ
したとき』を抗訴理由に（第361条の５），『重大なる事実の誤認があって判決に影響を及ぼ
したとき』を上訴理由に（第383条）含めているからである。韓国の刑事訴訟法が，第一審
判決の事実認定部分を抗訴審が破棄することができ，破棄する場合には自判を原則とする
と規定しているため（第364条），学説上も抗訴審の性格を続審と考えるのが多数説で，判
例も原則的に続審，例外的に事後審が加えられたとの立場を取っている。このような国民
参与裁判の抗訴審の続審的性格に対し批判(25)もあるが，結局，実定法上―陪審員評決の羈
　ここでは学説の詳細な説明は省略する。これに対する韓国の刑事訴訟法学界の学説論争に関し
て，詳細には，趙炳宣（山名京子/金玲〔訳〕）「韓国の国民参与裁判制度の１年半の状況とその
評価」関西大学法学論集第59巻第５号（2010.２），118-119，特に脚註47参照。
　重複を避ける為に，その詳細な論証は省略する。いわゆる「国民参与裁判の形骸化」に関して，
詳細には，趙炳宣（山名京子/金玲〔訳〕）「韓国の国民参与裁判制度の１年半の状況とその評価」
関西大学法学論集第59巻第５号（2010.２），104-108参照。
　法院行政処　司法政策室，2008年-2009年　国民参与裁判　成果分析（2010）参照。
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束力の有無に関する立法的論議と関係なく―国民参与裁判で進行された事件も抗訴審で
常に破棄されうる可能性を残している。2008年-2009年の抗訴統計は次の統計表３の通りで
ある(26)。
　国民参与裁判の抗訴率は87.4%で非常に高い水準であるが，同じ罪名の一般公判事件の
抗訴率も77.3%であるから類似の水準にある。しかし検事の抗訴率は双方抗訴と単独抗訴
を合せて58.5%に達するため，同じ罪名の一般公判事件の抗訴率21.2%と比較すると非常
に高い。
　抗訴審の破棄率は27.9%で，同時期の全国の高等法院の原審破棄率41.5%より低い数値
である。量刑変更率も刑の変更と其の他の変更が含まれた数値の25件（22.1%）で，同時
期の全国の高等法院の量刑変更率26.6%より低い。原審に対する抗訴審の刑量変更率も
22.1%で，全国高等法院一般事件（32.9%）に比べて低い(27)。
［統計表３：2008年-2009年　２年間の抗訴事件数（人員）］
原審判決数
抗訴事件数
抗訴不提起
小計 双方抗訴 検事だけ抗訴 被告人だけ抗訴
159
(100.0%)
139
(87.4%)
64
(40.3%)
29
(18.2%)
46
(28.9%)
20
(12.6%)
［統計表４：2008年-2009年　２年間の抗訴事件の処理結果（2010年１月５日基準）］
抗
訴
事
件
数
処理
未
済小計 抗訴棄却
原審判決の破棄
小計
有罪・無罪が逆転する
刑の
変更
法理判断
および事
情の変更小計
無罪か
ら有罪
へ
有罪か
ら無罪
へ
139
104
(100.0%)
75
(72.1%)
29
(27.9%)
4 3 1 15 10 35
　例えば，李東熹「国民参与裁判の施行評価と改善方案」全北大学校法学研究第30輯（2010.６），
27参照。彼は事後審ないし法律審との規定を新たに導入すべきであると主張する。改正がなされ
ていない現在においても，彼は国民参与裁判の第二審の事後審ないし法律審の性格を認めると解
釈し，このような解釈を尊重する実務を行うべきであると主張する。このような意味で彼は最近
2010年３月25日の大法院の判決（2009  14065）を「先導的な指針判例」と評価し大きな意味を
賦与している（上の論文，29ページおよび29ページの脚註40参照）。
　法院行政処　司法政策室，2008年-2009年　国民参与裁判　成果分析（2010）参照。
　法院行政処　司法政策室，2008年-2009年　国民参与裁判　成果分析（2010）参照。
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　原審と抗訴審の一致率は，2008～2009年に国民参与裁判で処理された事件（104件）に対
して75件（72.1%）が抗訴棄却されることで，抗訴審でもそのまま認容された。これは同
時期の，全国高等法院で一般事件の原審判断を受け入れた比率の58.5%よりはるかに高い。
2008年-2009年上告審の受理件数は47件であるが，2010年１月５日を基準に，未済６件を除
外した残りの処理された41件は全部上告棄却された。このうち，国民参与裁判の結果が抗
訴審で認定されて上告審に上がった場合には100%原審と同じ結果が出た(28)。
　このような結果を受け，肯定的に評価する立場(29)では，抗訴審の続審的性格にもかかわ
らず破棄率が一般事件に比べて相対的に低いという点を挙げて，国民参与裁判の施行初期
に心配された陪審員の非専門性に起因する憂慮を払拭し，裁判が比較的慎重に行われてい
ることへの傍証であると評価している。しかし検察の評価はこれと異なる。検察は国民参
与裁判の無罪率（8.8%）が一般刑事事件の無罪率（3.0%）に比べて高く，量刑で一般刑
事事件に比べて量刑が過度に寛大であると批判している。このような意味で検察の抗訴率
（58.5%）が一般刑事事件（21.2%）に比べて高い。しかし大法院は最近2010年３月25日
国民参与裁判で進行された原審判決をできるだけ尊重しなければならないという趣旨を判
決文に明示したことで注目を受けている(30)。陪審員が無罪評決を下し，原審裁判部もこれ
を尊重して無罪判決を出した原審に対して抗訴がなされ，被害者を再調査した後原審を破
棄し，有罪判決を下した抗訴審を破棄したものである。
８. 国選弁護人
　国民参与裁判は必要的弁護事件であると規定されている(参与法第７条)。大法院は国民
参与裁判の場合，２名の検事が参与することとバランスをとるため，2008年８月から原則
的に２人の国選弁護人を選定している(31)。この場合，通常，国選弁護人２人は「国選専担
弁護人１人」と「国選弁護人１人」で構成される。「国選専担弁護人」とは法院から毎月一
定額の報酬を受けて個人事件の受任をせず，私選弁護人を選任する能力のない被疑者や被
告人の弁護のみを引き受ける弁護士をいう(32)。「国選弁護人」とは一般弁護人として刑事
訴訟法第33条により事件ごと選定される弁護士をいう。公訴状の副本を送達すると同時に
職権で国選弁護人を選定し，国選弁護人が早期に被告人を接見し，国民参与裁判を案内す
　法院行政処　司法政策室，2008年-2009年　国民参与裁判　成果分析（2010）参照。
　例えば，李東熹「国民参与裁判の施行評価と改善方案」全北大学校法学研究第30輯（2010.６），
27参照。
　大法院2010.３.15判決2009  14065。
　このような実務運営に関して，大法院　刑事政策審議官室2008.９.９の報道資料参照。
　毎年大法院は40人ほど選抜する。2004年９月１日～2006年２月末，試行を経て正式で導入され
た後2010年全国４の高等法院と18の地方法院，６の支院に135名の弁護士が国選専担で活動して
いる。2009年からは国選専担弁護人が弁論を引き受けた被告人に無罪が宣告されれば基本報酬額
100%範囲内から成功報酬が支払われる制度まで導入された。事件の負担も減らして１人月あた
り平均受任事件が2006年の40件前後から2010年には１人あたりの受任事件を25件に制限する等，
内実化を追求している。
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るようにしている。2008年-2009年に処理された159件の事件中，国選弁護人が選定された
事件は137件（86.2%）である。同時期において国選弁護人が必要的事件の刑事合議部拘束
事件16,672件の国選弁護人の選任率は57.0%（治療監護事件は除外）であるから，国民参
与裁判の選任率がはるかに高い(33)。上の統計で国選弁護人事件の137件中，国選専担弁護
人１人または２人が担当する事件は53件，国選専担弁護人１人と一般国選弁護人１人が選
定された事件は27件，１-２人の一般国選弁護人が選定された事件は57件であった。反面，
法院行政処において集計した資料によれば，参与裁判が実施された2008年１月１日から
2009年５月７日までに処理された80件の国民参与裁判のうち，私選弁護人が担当した事件
は，17件（21.2%）に過ぎないという。私選弁護人の国民参加裁判事件担当占有率21.2%
は，昨年の一般裁判の事件の担当占有率40.3%の半分ほどに過ぎない。2008年に，国選弁
護人および国選専担弁護人の一般裁判の事件の担当占有率（治療監護を除く）は59.7%で
あった。2007年に一般裁判事件の私選弁護人担当占有率は53.7%に達した。これは，一般
刑事事件における私選弁護人担当率40.3%の半分ほどに過ぎない(34)。参与裁判は，弁護人
の積極的な参加なしには，その活性化を期待しにくい。陪審員を説得するためには，弁護
人の緻密な裁判準備と情熱が極めて重要であると考えられるからである。そのためには，
国選弁護人および国選専担弁護人だけでは，明らかに限界がある。
Ⅲ. 結論
　韓国は，近代司法制度を導入して以来，訓練された職業法官による裁判制度を運営して
きた。このような職業法官による裁判システムは，2008年の１年間だけを見ても，約2,000
人の職業法官が，本案事件として約35万（358,557）件の刑事事件，約134万（1,341,882）
件の民事事件，約５万（52,120）件の家事事件，約２万（23,389）件の行政事件などを処
理し(35)，それ自体で効率的な司法システムを構築するのに寄与してきた。職業法官の専門
性を基礎に，効率的に司法正義を定着させようと発展させてきた制度を一気に変えるのは，
それ自体を変えるほどの合理的な理由がなければならないであろう。国民による直接的司
法統制という理想に近い理由だけでは，国民参与裁判制度がその間発展してきた既存の刑
事裁判の枠組みを根本的に変える理由としては不十分であろう。専門性がない陪審員の場
合であっても裁判の進行がある程度までは現行の法律の趣旨に合うように合理的に運営さ
れるようになり，また，国民が積極的に参加するような活性化した制度になることで，既
存の制度の効率性を十分に相殺してあまりあるほどの長所がなければならないであろう。
このような点で，韓国の国民参与裁判制度は，2012年まではたとえ第１段階の過渡期的な
　法院行政処　司法政策室，2008年-2009年　国民参与裁判　成果分析（2010）参照。
　この統計は公式統計でなく新聞など報道機関に発表されたものを総合したものである。詳細に
は，趙炳宣（山名京子/金玲〔訳〕）「韓国の国民参与裁判制度の１年半の状況とその評価」関西
大学法学論集第59巻第５号（2010.２）90-125。
　法院行政処，司法年鑑，2008および大法院インターネット　ホームページ司法統計http://www.
scourt.go.kr/justicesta/JusticestaCodeAction.work?gubun_code=G01参照。
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実験的制度であるとはいえ，一方の観点である，効率性という点で陪審裁判が職業法官の
裁判に比べて顕著に不十分であるという面が相殺されなければならないので，もう一方の
観点である，国民が積極的に参加する活性化した制度にしなければならないということが
重要になってくるであろう。年間100-200件との予想とは異なり，2008年の１年間で60件で
あった陪審裁判は，2009年に入ってからは，上半期には26件に終わっており，陪審裁判の
現実的な時間的制約に憂慮の声が出てきている。様々な問題点が明らかになってきたが，
筆者は，主にこのような二つの側面，すなわち，陪審裁判の形骸化についての憂慮，なら
びに，陪審裁判の活性化の問題を検討しようと思う。しかし，このような結果について，
あたかも純粋陪審制を指向しなければならない理由としてこの結果を提示する見解は妥当
ではない。それは，あたかも刑事訴訟法の「アメリカ化（Americanization）」を，何の明
確な根拠もなしに最近の傾向であるとするだけの論証と異なるところがないためである。
韓国が陪審制でも参審制でもない独特の形態の国民参与裁判を導入したことを認め，この
ような新しい制度が韓国の刑事訴訟の構造の下でいかなる意味を持つのかを解釈しなけれ
ばならないだろう。すでに叙述した通り，韓国は職権主義と当事者主義が混じり合った混
合型の刑事訴訟の構造の中で職業法官の主導的役割を認めてきたのであるが， 職権主義的
要素の「訴訟の書面化」が過度に浮び上がる訴訟実務を改善するために，「国民による直接
的な司法統制」を目的として，このような独特の形態の国民参与裁判の制度を導入したと
解釈しなければならない。訴訟構造に対する理解もなしに急速にアメリカ式の制度が「輸
入」される「アメリカ化」(36)は，刑事訴訟の実務にむしろ悪影響を与えるおそれがあると
考える。現在の韓国の国民参与裁判制度は既存の刑事裁判制度と並立しており，被告人は
両者択一の選択権を持っている。筆者は，韓国の国民参与裁判の2012年の最終モデルとし
て純粋陪審制にするべきであるとの主張に対し，そのような憂慮を表明したことがあ
る(37)。筆者は，韓国の国民参与裁判の最も重要な存在理由は，既存の刑事訴訟手続の補完
であって，既存の刑事裁判制度を完全に代替する新しい制度の創設にあるのではないと考
える。韓国の国民参与裁判において，陪審員の評決に決定的な効力を認めず，単に勧告的
効力のみを認める理由は，憲法が「すべての国民は，憲法および法律が定めた法官によっ
て，法律による裁判を受ける権利を有する」（大韓民国憲法第27条第１項），「法官は，憲法
　世界的にこのような「アメリカ化」の現象について様々な論文が出てきている。例えば R. Daniel 
Keleman & Eric C. Sibbitt, The Americanization of Japanese Law, 23 U. PA. J. INT'L ECON. 
L. 269 (2002)；Paul von Nessen, The Americanization of Australian Corporate Law, 26 
SYRACUSE J. INT'L L. & COM. 239 (1999)；Wolfgang Wiegand, Americanization of Law: 
Reception or Convergence?, in LEGAL CULTURE AND THE LEGAL PROFESSION 137 
(Lawrence M. Friedman & Harry N. Scheiber eds., 1996)；Wolfgang Wiegand, The 
Reception of American Law in Europe, 39 AM. J. COMP. L. 229 (1991), at 246-48（現在の
ヨーロッパの「アメリカ化」の傾向を中世時代の「ius commune」の継受と比較している）。
　このような憂慮について詳細には，趙炳宣（山名京子/金玲〔訳〕）「韓国の国民参与裁判制度の
１年半の状況とその評価」関西大学法学論集第59巻第５号（2010.２）90-125。
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および法律によって，その良心に従い，独立して審判する」（韓国憲法第103条）と規定し
ているので，韓国の場合，もし陪審員の評決に決定的な効力を認めるならば，事実上，法
官でない陪審員が裁判をすることになり，憲法で規定している「法官による裁判を受ける
権利」「法官の独立」を侵害する結果になるためである。日本国憲法第32条では，「何人も
裁判所において裁判を受ける権利を奪はれない」と規定しており，韓国の憲法と対比され
る。
　参与制度導入当時は，誰もがそれを2012年の最終モデルを定める為の過渡期的制度であ
ると考えていたが，韓国の憲法と刑事訴訟法の構造で勘案すれば，むしろ現在の制度の中
で「最も正当な存在意義」を探すことができると考えられる。したがって筆者は，この論
文の中で現行の国民参与裁判制度を批判的に分析したが，現行制度の基本構造をそのまま
維持しながらその隠された存在意義を探し出して，その長所を生かすことが「最善の2012
年の最終モデル」であると考える。
岡　法（61―１)
17
158
???
